
l第 4章 第 3期瞳がい檀祉計画 l
1 基本的な考え方

国 ･東京都 ･足立区の障がい福社計画策定の考え方は以下のとおりです。

(1) 国の基本方針

① 障害者等の自己決定と自己選択の尊重

② 実施主体の市町村への統一と三障害に係る制度の一元化

③ 地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備

※国は平成 25年 8月に障害者自立支援法に代わる ｢障害者総合福祉法 (仮称)｣

の策定を準備しています。 ｢障害者総合福祉法 (仮称)｣ が策定された際には、
区は必要に応じ第 3期障がい福社計画の見直しを行っていきます。

(2) 東京都の基本理念

① 障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現。

② 障害者が当たり前に働ける社会の実現。

③′すべての都民がともに暮らす地域社会の実現。

(3) 足立区の基本的考え方

国や東京都の基本方針等を受け、足立区の基本的考え方は以下のとおりです。

① 陣がいの有無に関わらず、だれもが普通に暮らせる足立区をめざす。

② 陣がい者一人ひとりの個別の状況に対応できるよう、 多様なサービスの

中から自分自身の状況に合ったサービスを選択できる体制をめざす。

③ だれもが、 いつでも必要なサービスを利用できる体制を-めざす。

④ 陣がい者の就労等への新たな課題への挑戦を積極的に支援する。

⑤ 必要にして十分なサービス量と同時に、サービスの質を確保する。
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2 事業計画

第 2期陣がい福祉計画の実績を踏まえたうえで、 第 3期障がい福祉計画での各

瞳がい福社サービスの見込み量を設定しました。
障がい者の増加により、 ほとんどの福祉サービスについて需要が増加傾向にあ

ります。 その需要に対応していかなければなりません。 居宅系サービスについて

は、 個々のサービスの状況を勘案しながら、 日中活動系サービスについては、 施

設の定員増や事業者等の動向を勘案しながら計画値を定めました。

※特段の記述が無い場合は、 1カ月あたりの決定者数等を表示しています。

※23年の実績値は、 推計値です。

※生活介護、自立訓練 (機能訓練 ･生活訓練)、就労移行支援、就労継続支援 (A 型 ･B 型)

については、国からの指示に基づき第 3期障がい福社計画から、月間利用者総数 (単位 :

人自分) の計画値を設定しました。

※決定者数 国ま、 福祉サービスの利用申請後、 区力岬｣用決定をした人数です。 また、 実利

用者数とは、 そのうち実際に福祉サービスを利用した人数です。

(1) 陣がい福社サービス

　
　 　　 　　

　
　 　　 　 　

居宅介護 ･重度訪問介護 ･行動援護 ･重度障害者等包括支援等のホームヘルプサー

ビス等を行う事業です。

項目
＼＼＼

年

＼

度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

ごm 8 Hf9 H20 H四 H22 H23 H24 H25 劃26

決定者数
(人)

計画 もl45 l,202 f,262 1,326 -,391 1,461 I,49 1 1.547 1,602

実績 t 052 ず,047 1,023 1,062 1話14 l,303

実利用者数
(人)

計画 計画設定無し l,022 1,073 1,127 1,218 1,254 1,290

実績 883 860 840 870 902 l,060

実利用時間
(時間)

計画 38,870 40,841 42 864 44,545 47,077 49,609 50,429 64,080 67,733

実績 23.994 32,841 33,576 33,281 36,5 19 43,472

決定者数、利用者人数、 実利用時間ともに計画を下回りましたが、 増加を続けてい

ます。 これまでの実績から決定者数は毎年 5% 程度、 実利用者数は 4%程度の微増を見

込みました。 実利用時間は、 一人当たりの利用時間が増えているため 10%程度の増加
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を見込みました。 また、 23 年 10月から視覚陣がい者の移動支援事業 (地域生活支援

事業) が自立支援給付の同行援護 (居宅系サービス) へ移行し、 300 名程度増加しま

した。 今後もサービス基盤の充実を図ります。

髻 E . -- !‐
:
. :: ¥ #←　　　

①生活介護
常に介護を必要としている人に昼間、 入浴、 排泄、 食事の介護を行うとともに、創

作的活動または生産活動の機会を提供する事業です。

項目

＼＼＼＼
年度 第 l期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

m 8 HI9 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

決定者数
(人)

計画 148 261 503 654 674 674 1,377 l,427 1,447

実績 149 252 328 783 1,017 も 197

実利用者数
(人)

計画 計画設定無し 1,335 1,384 1,403

実績 f44 l 236 309蓑 762 l 995 れ 161
･

利用総数

(回/月)
計画 計画設定無し 23,896 24,773 25,113

23年度末までに旧法による知的障がい者更生施設が自立支援法に基づく生活介護ま

たは就労継続支援等の介護施設に移行します。 第 2期計画ではその移行分を見込みま

したが、 重度の方が増えたため、 生活介護への移行が予想以上に伸びました。 そのた

め 21年度は急増し、 第 2 期では計画を上回りました。

また、 特別支援学校の卒業生など利用希望者が増加しています。 第 3期陣がい福祉

計画では、既存施設の定員増や新規施設の開設による利用者増を見込みました。 今後

も施設の充実を図ります。

②自立訓練事業 (機能訓練)

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、 一定期間、 身体機能、 生活能力の向

上のために必要な訓練を行う事業です。 そのうち機能訓練は身体陣がい者のための機

能の訓練を目的にしたものです。
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項目
＼＼＼

年度 第1期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

H I8 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

決定者数
(人)

計画 37 42 42 49 , 52 55 77 79 80

実績 44 47 54 71 69
.

75

実利用者数
(人)

計画 計画設定無し 61 62 63

実績 56 T
----菊T

--･一癖.
｢ m r

.‐一言 r
--一--
60

利用総数
(回/月)

計画 計画設定無し 378 384 390

足立区では障がい福社センター1 カ所で実施しています。 リハビリの訓練を行う事

業であり、 通過型 (一定期間利用後他の施設に移る) の施設のため大きな変動はあり

ませんが、 急性期の退院後に通所される方も多いため、 病院等との連携が進むことに

より利用が微増することを見込みました。

③自立訓練 (生活訓練)

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、 一定期間、 身体機能、 生活能力の向

上のために必要な訓練を行う事業です。 そのうち生活訓練は知的 ･精神陣がい者のた

めの生活訓練を目的にした事業です。

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) ＼
第2期 (実績) 第 3期 (計画)

H "8 Hf9 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

決定者数
(人)

計画 20 26 52 62 52 45 45 45

実績 i8 24 42 61 6l

実利用者数
(人)

計画 計画設定無し 36 36 36

実績 1 17 l 2鯛 33 l 52 l 52

利用総数
(回/月)

計画 計画設定無し 565 565 565

訓練を目的とした通過型の事業のため大きな変動はありません。 21年度に本事業に

移行した施設が、 より重度な瞳がい者へのニーズに対応するため、 24 年度から ｢生活

介護質こ事業を変更しました。これにより第 3期においては計画値をやや低く設定し、
その後はそれを維持していくことで計画値を設定しました。
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④就労移行支援

一般企業等への就労を希望する方に、 一定期間、 就労に必要な知識及び能力の向上

のために必要な訓練を行う事業です。

＼
崩ぜ~

年
~
度
寒

第 l期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

H18 H19 H20 日2議 H22 H23 H24 H25 H26

決定者数
(人)

計画 3 70 89 96 101 109 l50 T60 170

実績 . 3 39 92 l04 121 140

実利用者数
(人)

計画 計画設定無し 111 118 125

実績 ず-｢
一･言 .

｢
一了fT

--詞丁
--一言 ｢ 部な

利用総数
(回/月)

計画 計画設定無し 1,853 1,970 2,087

足立区内には就労移行支援事業所が既に 8カ所あり、 決定者数、 実利用者数ともに

微増しています。 原則 1年間の就労に向けた通過型の事業であるため、 急激な変動は

無く、 実利用者数は引き続き微増を見込みました。

⑤就労継続支援 (A型)

一般企業での就労が困難な方に、 働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上

のために必要な訓練を行う事業です。 A 型は雇用契約に基づく就労継続支援事業です。
区内には福祉施設の中にこの A 型を設置しているところと、 企業が設置しているも

のと 2 つのタイプがあります。

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第2期 (実績) 第 3期 (計画)

Hl8 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

決定者数
(人)

計画 12 21 33 45 56 55 71 76

実績 13 24 27 41 60

実利用者数
(人)

計画 計画散定無し 48 63 67

実績 r r
一打T

.----饗すぎ
--[冤 T

･亨 r 砺

利用総数
(回/月)

計画 計画設定無し 936 1,228 1,306

決定者数、実利用者人数は、増加傾向にあります。就労を希望する障がい者は多く、
引き続きA 型事業所の設置を支援していますが.、 現在のところ 3カ所あり、 設置を新

たに希望する企業や福祉施設は少ないため、 当面大きな増は無く、 第 3期障がい福社

計画では微増を見込んでいます。
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⑥就労継続支援 (B型)

一般企業での就労が困難な方に、働く場を提供するとともに、 知識及び能力の向上

のために必要な訓練を行う事業です。

項目
＼年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

HI8 H1g H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

決定者数
(人)

計画 2 33 477 579 68l 782 544 624 644

実績 3 43 円4 389 504 524

実利用者数
(人)

計画 計画設定無し 533 61l 631

実績 が-
l
----なすT

-.--◎町 議 T
･一薊 ･

｢
･一等総

利用総数
(回/月)

計画 計画設定無し 7,836 8,920 9,212

陣がい者が作業訓練をする場として重要な事業です。 23年度末までに旧法による知

的障害者更生施設が、自立支援法に基づく就労継続支援または生活介護等の介護施設

に移行します。 第 2期瞳がい福社計画では就労継続支援への移行の増加を見込みまし

たが、重度障がいを抱える方が増えたことから本事業への移行は伸びず、 生活介護へ

の移行が予想以上に増加する結果となりました。 第 3期障がい福社計画では、 既存施

設の定員増や新規施設の開設などから増加を見込みました。 今後も施設の充実を図り

ます。

⑦旧法施設支援

旧身体障害者適所更生施設、身体障害者適所療護施設、身体障害者適所授産施設、
知的障害者更生施設、知的障害者通所授産施設など、自立支援法以前の支援費制度を

根拠として運営されている施設です。

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績)

Hf8 H19 H20 H21 H22 H23

決定者数
(人)

計画 552 522 45 30 15 0

実績 547 532 545 56 45 45

旧法施設支援は 23年度末までに新法に移行することになっているため、24年度から

無くなります。
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医療と常時介護を必要とする人に、 医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護

及び日常生活の世話を行う事業です。

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

m & H I9 H20 H21 ･ H22 H23 H24 H26 H26

決定者数
(人)

計画 2 5 5 5 ‐ 5 5 67 57 68

実績 2 2 2 3 4 4

平成 24年度より、 専門病院内での生活支援を受けるサービスだけでなく･、 重症心身障が

い児施設及び肢体不自由児施設における 18歳以上の利用者についても、この療養介護事

業に含めることとなったため、 計画数に含めました。 第 3期障がい福社計では 18歳到達

者が 26年度に 1名増えるため、 計画は微増としました。

　 　　　
　　

　 　 　 　　 　　 　 　

これまで陣がい児が日常生活における基本動作の指導及び集団生活への適応訓練を

行う事業として ｢児童デイサービス上が実施されてきました。 24 年度より、 特に放課

後や夏休みなどに生活能力向上のための訓練等を継続的に提供し学校教育と相まって

障がい児の自立を促進するとともに、 放課後等の居場所作りを推進する事業が ｢放課

後等デイサービス｣ として位置づけられました。

項目
＼＼＼

年

＼

度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

, H18 H19 H20 H2l H22 H23 H24 H25 H26

決定者数
(人)

計画 3 5 5 15 f5 15 200 220 240

実績 3 14 53 93 130 181

実利用者数
(人)

計画 計画設定無し 10 10 10 120 132 144

実績 = 9 l 24 39 63 90

実利用回数
(回)

計画 計画設定無し 53 66 80 655 720 786

実績 1 l 48 l 153 234 344 505

19 年度から現在まで児童デイサービスの事業者が徐々に増加しました。利用者数も

急激に伸び需要も多いことから、 今後も増加が見込まれます。 こうした伸びに対応し

供給体制の整備が必要です。 24年度以降新規事業所の開設を見込み、決定者数を毎年

度 20人増としました。 今後もサービス基盤の充実を図ります。
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自宅で介護する方が病気の場合など、 一時的に支援が困難な時に、
.短期間、 夜間

の宿泊を伴って入浴、 排泄、 食事の介護等を行う事業です。

項目
＼＼＼

年度 第 l期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

m 8 日19ミ きH20, H21 H22 H23 "もH24 ; ゞH25 H26

実利用者数
(人)

計画 155 277 291 307 322 337 232 260 286

実績 130 l81 137 l55 179 206

実利用回数
(回)

計画 計画設定無し 1溝53 1J 98 1,246 1,856 l,998 2,139

実績 て秘中万死F T滋 1,445 I,573 f,715

実利用者数、 実利用回数ともに増加傾向にあります。 アンケートからも需要が多

いことがわかります。 区内では、 新たな事業所の開設予定は無く、 当面これまでの

実績から実利用者数は 髄%程度、 実利用回数は、 9% 程度の増加を見込みました。 今

後一層サービス基盤の充実を図ります。

障がい者の地域での居住の場となるグループホームの利用に関する事業です。

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第2期 (実績) 第 3期 (計画)

Hl8 日博さで日20‐もご, H21 日22 ‐‐日23 :なき Hゞ26ひげH24 な日25に,

決定者数
(人)

計画 237 273 306 334 362 389 425 443 462

実績 234 286 329 330 385 404
･

.

裏利用者数
(人)

計画 計画設定無し 386 403 420

実績 頭T
･郷 -

T
----一

列
一部 『

一言可 部ラ

区内定員数
(人)

計画 計画設定無し 256 276 296

実績 ご T ご Tご T…爾r…菊ず｢滋6

決定者数 ･実利用者数ともに増加しています。グループホーム等が設置されると、

すぐに定員を満たす状態にあり、 アンケートからも需要が多いことがわかります。

土地の確保などの面から一挙に増設することは難しいため順次増やしていきます。

第3期障がい福社計画では決定者数及び実利用者数は毎年度5%程度の増加を見込み

ました。

区内の定員数については、 引き続き毎年度 20人の定員増を図っていきます。
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施設に入所する陣がい者に、主として夜間において、入浴、排泄及び助言その他の

必要な日常生活上の支援を行う事業です。

項目
＼＼＼

年

＼

度 第 1期 (実績) 第2期 (実績) 第3期 (計画)

H T8 Hfg H20 H2l H22 H23 H24 H26 H26

決定者数
(人)

計画 13 103 103 250 500 612 673 673 673

実績 1l 110 179 242 4l6 673

実利用者数
(人)

計画 計画設定無し 660 660 660

実績 = l n o l 173 = 239 l 409 I 660

23 年度末までに旧支援費制度に基づく施設は、 自立支援法に基づく新体系施設へ

移行することとされています。 実利用者数は増加しました。 24 年度以降は入所施設

からの地域移行者と新たに施設入所する者が均衡し、 大きな増加は無いと考えます。
国は、施設入所よりも地域での生活を重視する方向を示しています。 第 3 期陣がい

福社計画では決定者 ･実利用者ともに 23年度実績値を見込みました。

: , 田 蜑 ▼ ゞ 鰡 ,: :: l姦 馨

障がい福社サービスを利用する瞳がい者の抱える課題の解決や適切なサービス利

用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援するための相談支援です。本事

業は、 主に相談の過程で障がい者の支援計画を作成するものです。

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

H 18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

利用者数
{人)

計画 99 = 5 131 154 177 199 183 498 537

実績 0 0 0 0 l f

22 年度利用者の実績は 1件でした。 現在の自立支援法では、 対象者が限定されて

いるため、 全国的にも利用が極めて低調でした。 24 年度から法律が改正され、 障が

い福社サービス利用者全員がこの計画相談支援の支援計画作成の対象となるため、
急増を見込んでいます。 26 年までに民間事業所による相談体制を確立することとさ

れており、 今後、 事業者の指導 ･育成に努めていきます。 第 3 期陣がい福社計画で

は、 民間事業者による利用者数 (支援計画作成とモニタリング件数) を 537 人とし

ました。
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24 年度から開始される新事業です。 障害者支援施設に入所している障がい者や精

神科陣がい者や精神科病院に入院している精神陣がい者の地域への移行を進めるた

めの相談事業です。

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

HI8 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

地域移行
支援者数

(人)

計画 6 6 6 6 6 6 15 19 22

実績 9 = 4 13 6
、
3

足立区では、 障がい者の入所施設から地域移行の取り組みを進めています。 グルー

プホーム等の設置を計画的に進めていきます。 また、 法人の地域移行に関するスキ

ルも上がってきていることと、 第 3期障がい福社計画では、精神科病院からの地域

移行者も含めることになったため、 計画数は微増としました。

l 国 E ▼ ゞ .･ ::, 鰍 馨

　　 　　 　　　　　　 　 　 　 　 　 　　　 　
　 　　　　　　　

　

24 年度から開始される新事業でする障害者支援施設に入所している陣がい者や精

神科病院に入院している精神陣がい者が地域での一人暮らしに移行する際に、 行わ

れる支援事業です。 (本事業は、 グループホーム等の利用者は含まずそれ以外の居宅

の方が対象です。)

項目
＼＼＼

年

＼

度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

Hl8 l HI9 I H20 H21 l# H22 l H23 H24 H25 H26

地域移行
支援件数

(件)
計画 計画設定無し 6 7 7

地域定着支援については、 地域での一人暮らしに移行する陣がい者を対象とし、
現時点ではニーズが少ないため、当面、 第 3 期障がい福祉計画では、 目標値の微

増を見込みました。
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(2) 地域生活支援事業

室. ▼ '･
箋 . - ;蛎 繋 弩

地域の陣がい者等の福祉に関する問題について、 瞳がい者やその家族からの相談

に応じ、 必要な情報の提供を行う事業です。 この計画では、 P 64 の ｢計画相談支援｣

を行う事業所の箇所数に関する計画です。

項目
＼＼＼

年

＼

度 第 l期 (実績) 第2期 (実績) 第3期 (計画)

H18 H19 H20 H21 H22 H2 3 J:. H24 H25 H26

箇所数
(カ所)

計画 3 9 = 12 13 14 ‐ 25 27 29

実績 3 9 8 8 8 8

｢計画相談支援｣ (64 ページ) 相談利用件数が少なかったので相談事業所の数は増

えず、 21 年度、 22 年度とも計画を達成していません。 24 年度の法律改正によって、
福祉サービス利用者全員が支援計画作成の対象となるため支援計画を作成する事業所

が多く必要になります。26年度までにこうした体制を整備することとされているため、
事業者の育成を進めていきます。 希望する事業所は多く、ノウハウを身につけるため

に時間を要するため計画的に実施していきます。

　 　　 　　　　
　

　　 　　 　　 　 　　 　
　

陣がいのある方が、安心して暮らせる地域を作るため関係機関の情報の共有、協議

会構成員の資質の向上、社会資源の向上、改善、開発等を検討して、施策提案してい

くことを目的に各自治体に 1カ所設置する協議会です。
足立区では、 既に 21年に協議会を設置しました。 今後は、 障がい福祉に関する地

域の諸課題を検討し、同協議会を通じて区内関係機関･関係者のネットワークを強め、
障がい者への支援を強化しますo
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成年後見制度の利用が必要であると認められる重度の知的陣がい者または精神障

がい者で、支援を受けなければ利用が困難な方に、 後見人の報酬等、 必要とする経

費について助成をする事業です。
24年の法律改正に伴い地域生活支援事業の必須事業となりました。

項目
＼＼＼

年

＼

度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

Hl8 H19 H20 H21 H22 日23 き H24 H25 H26

決定件数
(件/年)

計画 2 4 6 6 8 lo 3 5 7

実績 0 0 0 0 0 1

23 年度にはじめて利用が 雄牛ありました。 制度が知られていないことから、 P R

に力を入れていきます。 今後、 少数ながら確実に決定件数が増加するものと考えら

れ、第 3期陣がい福社計画では毎年度 2件の微増を見込みました。

｣ ‐ ▼ 〆 鑿 ‐
. ･

当
･
■ ! 珪 -- ;.: = 蹴 琶

聴覚、 言語機能、 音声機能、 視覚その他の陣がいのため、 意思疎通を図ることに

困難な場合に手話通訳者や要約筆記者の派遣を行う事業です。

項目
＼＼＼

年

＼

度 第 l期.(実績) 第2期 (実績) 第3期 (計画)

Hl8 HI9 H20 H21 H22 日幻をト H24 H25 日2 6

手話通訳等の 計画 123 133 l43 I57 i73 fgo 203 211 218

“㈱ 実績 105 119 l64 l81 188 195
･

区役所に配置
する手話通訳
者敷 く人)

計画 計画設定無し 2 2 2 2 2 2

実績 - l - - 2 2 2

利用件数は増加しており、聴覚陣がい者の社会参加が拡大されたと考えられます。

これまでの実績の伸びから、利用件数は毎年度4% 程度伸びることを見込みました。

手話通訳者は、 区役所の庁舎等に定期的に配置する手話通訳者です。 第 3期障がい

福祉計画では第 2期陣がい福祉計画同様、引き続き 2 人を配置していきます。

67



昌 一 ■
"-' 二 .

。 箋 - 艘 ;班 . ::

●

　 　

障がい者の自立した日常生活を支援するための用具を給付する事業です

日常生活用具は、 以下①から⑤です。

①介護 ･訓練支援用具 (特殊寝台 特殊マット等)

＼＼~処寒項目

第 1期 (実績) - 第2期 (実績) 第 3期 (計画)

て耳協-
‐ H19 H20 H2I 日22‐ミ H23 H24 H25 H26

給付件数
(件/年)

計画 40 45 45 52 60 69 65 65 65

実績 53 63 56 54 62 65

②自立生活支援用具 (入浴補助用具、聴覚陣がい者用屋内信号装置等)

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

m 8 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25ャ H26

給付件数
(件/年)

計画 180 l90 200 2lo 220 230 190 200 210

実績 l46 223 186 138 ･ 177 180

③在宅療養等支援用具 (電気式たん吸引器、盲人体温計等)

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

H 18 HI9 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

給付件数
(件/年)

計画 80 80 80 1fo 115 120 100 100 100

実績 too l07 1l5 92 96 100

④情報 ･意思疎通支援用具 (点字器、人口咽頭等)

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第2期 (実績) 第 3期 (計画)

m 8 H19 H20 , 日2‘ H22 H23 H24 H25
-
H26

給付件数
(件/年)

計画 250 250 250 250 250 250 210 220 230

実績 170 l80 130 157 202 2lo

⑤排泄管理支援用具 (ストーマ装具等)

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

H 18 H19 H20 H2I H22 H23 H24 H25 H26

給付件数
“㈱

計画

実績

600 620 640 660 680 700 780 790 800

403 567 745 793 761 770
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①介護 ･訓練支援用具と③在宅療養等支援用具の給付件数は、 年度によって変化

していますが、 大きな増加または減少の傾向は見られません。 このため第 3 期陣が

い福社計画では、 23年度実績値と同様の計画値を設定しました。
②自立支援用具と④情報 ･意思疎通支援用具と⑤排泄管理支援用具は、増加傾向

にあります。 第 3期障がい福社計画では毎年度 10件の増を見込みました。

- “▼
‐‐ . 潮 . :: !

在宅の重度身体障がい者に対して、 居住する自宅家屋の玄関等、 住宅設備の改善

に要する費用を助成し、 日常生活の利便を図る事業です。

項目
＼墜 第 l期 (実績) 第2期 (実績) 第 3期 (計画)

Hl8 HI9 H20 H21 H22 H23 , H2 4 H26 H26

給付件数
(件/年)

計画 60 60 60 60 60 60 50 50 50

実績 57 60 2l 43 38 45

年度によって変化がありますが大きな増加または減少の傾向は見られません。 第

3期陣がい福社計画では、これまでの実績から第 2期計画より下方修正し50件とし

ました。

　
を薄 宅 ゞ

-≧ - -
‐

‘ 翌 -- 副‐ :: ‐ 馨 でナ

･屋外での移動が困難な陣がい者等が、社会生活上不可欠な外出、及び余暇活動等の

社会参加のための外出ができるよう、外出のための支援を行い、地域における自立生

活及び社会参加を支援する事業です。

項目
＼＼＼

年

＼

鹿 第 l期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

H18 m 9 = 2黛 H2I H22 日23もま 日ゞ24壱: 希H25:. H26.ヌ

利用時間数
(時間)

計画 7,866 8,259 8,627 10,333 = ･000 11,500 5,996 6,536 7,075

実績 8,134 9,0I2 9,976 11,142 12溝08 8,725

決定者数
(人)

計画 計画設定察し l･077 1,130 t話87 1,l69 l,225 1,281

実績 乾す
--弩宵 r

一瞬委 1,255 1 4 34 1,274

本事業は 18 年度から 22 年度まで急速に増加し、 計画の数値を上回りました。 陣が

い者の社会参加が確実に広がってきたことを示すものと考えられます。 これまでの美
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績から第 3期の利用時間は、9% の伸び、決定者数は、5% 程度の伸びを見込みました。

(なお、23年 10月より移動支援事業のうち、視覚陣がい者のサービスが同行援護に移

行したので、 23年度実績は減少します。)

　

: ゞ… : 葵 - -- “‐
‐

. :: 選

公共交通機関の利用が困難な陣がい者を対象に、適所施設への移動手段である適所

バスを連行する事業です。

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第2期 (実績) 第3期 (計画)

Hl8＼ m 9 H20 H21 H2 2 . H23 H24 -- H25 日26しき

実利用者数
(人/日)

計画 400 415 430 445 460 475 550 565 580

実績 295 305 502 540 514 535

適所施設等を利用する方が増加しており本事業も増加します。 今後引き続き増加

するものと思われます。 第 3 期瞳がい福社計画では、 毎年度 15 人の増としました。

　

　

　 　　 　　
　 　　 　 　 　　 　 　 　

創作的活動または生産活動の機会の提供、 地域との交流等を行う事業です。

項目
＼＼＼

年

＼

度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

HI8 H19、 H20 H2l H22 H23 きH24で H 25 H26

箇所数
(カ所)

計画 6 7 7 7 7 8 8 8 8

実績 6 7 7 8 7 7

決定者数
(人)

計画 220 240 250 250 260 270 290 30l 3l3

実績 220 218 230 236 270 270

利用者は微増しています。22年度は、希望が増え増加の幅が大きくなりました。第

3 期陣がい福社計画では、地域活動支援センター1カ所の増を見込んでいます。また、

決定者数は 4 % 程度の増加を見込みました。 続き利用者は微増すると考えます。
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身体陣がいの地域生活を支える共同住宅的、 通過型の施設です。 ここでの訓練を

経てグループホーム等に移行します。現在は、区立大谷田福祉ホームの 1カ所です。

項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

HI8 H I9 H20 - H21 H22 ･ H23 H24 H25 'H26
.

箇所数
(カ所)

計画 1 1 1 1 1 1

実績 1 1 す

利用者数
(人)

計画 5 5 5 5 5 5 5 6 5

実績 5 5 5 5 5 5

通過型の施設であり大きな需要の変化は無く、 施設の増減予定も無いため、引き

続き 1カ所 6人を計画値とします。

回 を 義 - ~ ".:‘ :: :

入浴が困難な在宅の重度身体陣がい者に、 訪問による入浴サービスを提供する事

‐ 業です。

項目
＼＼＼

年度 第 l期 (実績) 第2期 (実績) 第 3期 (計画)

H18 H 19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 日26 3

実利用者数
(人)

計画 66 69 71 ‐ 71 71 72 55 55 55

実績 44 43 49 45 52 55

一定の利用があるものの各年度とも計画を達成していません。 介護保険制度の利

用や瞳がい者の居住する住宅のバリアフリー化の推進、 地域活動支援センターでの

入浴も一部で行われているためと考えられます。 これまでの実績から、 第 3 期陣が

い福社計画では急激な増加は見込まれず、 55件としましたo

三 11 一 難･ .･ ::, 鮴 琶

‐日中監護する方がいないため、 一時的に見守り等の支援が必要な方を施設で保護

し、家族の就労支援及び家族の支援を図る日帰りのショートステイ事業です。
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項目
＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第2期 (実績) 第 3期 (計画)

期8 HI9 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

実利用者数
(人)

計画 22 25 28 31 34 37 46 48 50

実績 30 14 23 29 42 44

第 2期計画では、 利用者数は増加し、 22年度は計画に達しました。 本事業は、 シ

ョートステイを行っている事業所が実施しているため、 事業所数の増を見込めませ

ん。 このため、 第 3 期障がい福祉計画では、 毎年度 5 % 程度の微増を見込みました。

- 鬱川 田 !

特別支援学校等の小学生から高校生を放課後や長期休暇中、 日常的な訓練を行い

ます。 家族の就労支援及び家族の一時的な急速を図ることを目的とする放課後対策

の事業事業です。

項目
＼＼年

度 , 第 1期 (実績) 第2期 (実績) 第 3期 (計画)

Hl8 m g H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

実利用者数
(人)

計画 0 0 30 40 50 60 20 20 20

実績 0 0 14 ･18 20 20

第 2 期計画では、 事業所の増加を見込みましたが、 新規開設事業所はありません

でした。 また、 現在実施している団体の設備に限りがあるため、 利用者の伸びも見

込めません。 第 3期陣がい福祉計画では、 事業所の増加見込みが無く、 23年度の実

績値と同数の計画とします。

　 　 　 　 　 　 　　　 　　 　 　　

旧法施設 (授産所等) 時からの制度で、新体系移行後は就労移行支援または自立

訓練を利用して、 利用者負担額の生じない場合に、 訓練のための経費と適所のため

の経費を支給し、 社会復帰促進を図る事業です。

項目

＼＼＼
年
＼
度 第 期 (字害) 第 ? 期 (望 裏} 第 期 (計面)

H 18 帽9 H20 H2f H22 H23 H24 H25 H26

給付者数
(人)

計画 150 155 155 l20 85 50 36 36 36

実績 125 . 92 80 36 36 36
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21年度、 22 年度は、 更生訓練費の支給者は 36 人で動きはありませんでした。 就

労移行事業所の増減が無いことから、大きな変化は無いと考えます。 第 3 期陣がい

福社計画では、 23 年の実績値の 36 人としました。

･ 讃美‐ ▼ 一考 ▲
-‐ . :" ‘ ¥

覊

就労移行支援または就労継続支援による訓練を終了し、就職等により自立するこ

とになった際に就職支度金を支給し、社会復帰の促進を図る事業です。

計画を達成したのは 20年度のみで、その後利用者数は低い水準です。 制度が知ら

れていないことが考えられるため、今後更に周知に努めます。 第 3 期陣がい福祉計

画では、 毎年度 5 人の微増を見込みました。

- 三 国 故 辯 :: #･
.

! f ± 哲 三 鱒 笠 秘 斐 皆 笠 訓 . = :
‐

　

　① 自動車運転免許取得費助成事業
自動車運転免許取得に要する教習費用の一部を助成し、 自立活動及び社会参加の

促進を図る事業です。

項目
＼＼＼

年

＼

度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

坦懐~洋きH的 H20 H21 i日22べき ･M 23きき 日ゞ-
24きこききこげ2熟せ ,と鯖28･

実利用者数
(人/年)

計画 lo IO lo 10 10 10 10 10 10

実績 3 7 8 6 5 10

② 自動車改造費助成事業
身体障がい者が就労等に伴い、 自動車を取得し改造を行う場合、 操向装置及び駆

動装置の改造に要する費用の一部を助成し、 就労等を支援し. 自立活動及び社会参

加の促進を図る事業です。
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項目
＼＼＼

年度 第 I期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

H18 H19 H20 H2f H22 H23 H24 H25 H26

者数計画 12 12 12 12 l2 12 l2 12 12

(人/年) 実績 ?′ 7 12 19 4 12

自動車運転免許取得と自動車改造は年度によって変化していますが、 大きな増加

または減少の傾向は見られません。 このため第 3期陣がい福祉計画では、 23 年度実

績値と同様の計画値を設定しました。

　　 　　 　 　 　　 　　　 　　 　

知的障がい者を、 一定期間職場において自立更生を図るための生活指導や技能取

得訓練等を行うことによって、 就職に必要な素地を与えるとともに、雇用の促進と

職場における定着性を高め、 知的障がい者の福祉の向上を図る事業です。

項目
＼＼＼

年

＼

度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

Hi8 Hfg H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

委託数
(件)

計画 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績 2 2 2 2 2 2

18 年度以降、 2 件で変動がありませんQ 瞳がい者への様々な就労支援が行われる

中、 本事業に対する大きな需要の変化は無く、 受け入れ可能な職場も少ないため、

第 3期障がい福社計画ではこれまでと同数の 2件としました。

(3) その他

濁
- l ★‐ -- -

手話技術の指導を行い、 手話通訳者を養成する事業です。 現在、 足立区社会福祉

協議会が運営する総合ボランティアセンターで実施しています。 新たに ｢手話通訳

者｣ として登録する人数に関する計画です。
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項目
＼＼＼

年度 第 l期 (実績) 第 2期 (実績) 第3期 (計画)

楜 8 l川9 lH2o H2l H22 H23 H24 H25 H26

新規登録
者数(人)

計画 計画設定無し 5 5 5 5 5 5

実績 可
一- -8 T

-- 6 4 0 5

年度によって変化していますが、 大きな増加または減少の傾向は見られません。

当面第 3期陣がい福祉計画ではこれまでの計画値と同数の 5人としました。
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3 重点的な取り組み項目について

足立区では第 3期障がい福祉計画の策定にあたって、 国の策定基本指針が示

している 4 つの項目について、東京都の方針に基づき、 区の地域特性や瞳がい

者施策の現状を考慮した、 区独自の目標を設定しました。

,
:: 龍 垂 , , 1 ≧ ' 濁 . ! 該 鮒 ,･, 鮴 弩

国は、 障がい者の地域での生活を重視し、 ｢福祉施設入所者の地域生活への移行｣

の 18 年度から 26 年度までの累計目標として、 l7 年度に施設へ入所された方の 3 割

を上回る努力をするよう示しています。
既に足立区では地域移行の取り組みを実施しています。 累計数は、 18年度から 22

年度までで 40 人です。

地域生活への移行には、 居住の場としてのグループホームと移行のための訓練が

不可欠ですが、 グループホームを急激に増やすことは困難です。
第 3 期陣がい福社計画では、 社会福祉法人の地域移行に向けたスキルは上がって

きているため、 順次計画的な設置を見込み移行者数を微増とします。 ･

地域移行者数と入所者数

項目

＼＼＼＼
年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

m 8 Hl9 H20 H2l H22 H23 H24 H25 H26

移行者数
(人)

計画 6 6 6 6 6 6 8 10 12

実績 9 = 4 l3 3 6

移行者数
累計(人)

計画

実績

6 12 l8 24 30 36 54 64 76

9 20 24 37 40 46

※足立区の 17年度施設入所者数は、 534人

※国の 26 年度移行者目標値は、 162 人

,
:: =≦ ≦ ■, い

, . 幌 ] ‐ 、 “l ,- :,: , 鰍 琶

福祉施設での各種訓練を経て、企業等へ一般就労することは重要な課題です。
このため国は、 ｢福祉施設から-般就労へ移行する人数｣ を 26 年度に、 17年度実

績の 4倍にすることを目標にして努力をするよう示しています。
足立区においても陣がい福祉センターの雇用支援室を中心に積極的に取り組んで
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きたところですが、 昨今の不況の影響により就労が厳しい状況です。

一人でも多くの就労をめざすことは重要ですが、 第 3 期瞳がい福祉計画では微増

としました。

福祉施設からの就職者数

項目
＼＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

H -8 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

年度計画数(件) 42 42 42 42 42 42 44 46 48

就職者数(人) 26 32 41 35 27
･

※足立区の 17 年度就職者実績は、 29人

※国の 26年度就職者目標値は、 116人

　
　 　　 　　 　　 　　 　 　

　
　　　 　 　 　 　

　　 　　 　　　 　 　

国は、 就労への移行が重要であるため、 26 年度時点で就労移行支援事業の利用者

数が全通所施設の利用の 2割を上回る努力をするよう示しています。

足立区には、 就労移行支援事業所は 8 カ所あり、 利用者数は微増しています。 原

則 1 年間の就労に向けた通過型の事業であるため、 大きな需要の変動は無く、 利用

者数は引き続き微増するものと考えます。
このため、 第 3 期陣がい福社計画では、 実態にあわせ 26 年度の目標を 125 人とし

ました。

就労移行の支援事業の利用者数実績と計画

項目
＼＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

m 8 i m g l脚 日2小 H22 l隧 H 24 H25 H26

就労移行
計画数 計画設定無し = l 118 125

訥瞬階数 28 71 79 89 103

適所纏蟆利用者数(刃 724 824 1,088 1,370 l,750 1,933 2,l42 2,274 2,325

続翔耕敵)癬恰(翳り 0･1 3.l 6.5 6.7 5 .O 5 3 5.1 5.I 5.3

※23年度分は推測値

※適所施設利用者数は (旧法) 通所施設及び新体系日中活動系サービスの合算

※国の 26 年度目標値は、 456 人
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繋 ご菖 ‘ ‐帯 は鮪 ▼ “
▲ ‐ 馨 ‐ ! :: 当 r 雙 釜 ･ ･ 期 . t: " 弩 ‐

就労継続支援A 型は、 福祉施設の中でも就労をめざすものとして重要です。 A 型

はB 型と異なり雇用関係に入り、 原則として最低賃金の適用があります。 こうした

ことから国は 26年度の目標として、 A 型事業の割合をA 型とB 型の合算の 3割とす

る努力をするように示しています。
しかし、 A 型は、昨今の不況により新たに設置を希望する企業等は少なく、また、

B 型は需要が多く今後も増加すると考えられます。 こうした状況から、 当面第 3 期
瞳がい福社計画では、 A 型の微増を見込み、 26 年度の目標を 9.郷としました。

就労継続支援A型事業の利用者の割合

項目
＼＼＼＼

年度 第 1期 (実績) 第 2期 (実績) 第 3期 (計画)

m 8 H19 H20 H21 H22 H23 , H24 H25 H26

A 型利用者数(人) 11 22 24 37 44 48 63 67

A型十B型禾l彌階数(刃 4 48 120 409 533 557 581 674 698

(A 型十日型) のA 型

利用者の割合(% )
25 22.9 18.3 5 8 6.9 7.8 8.2 9.3 9.5

※23年度は推計値
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上なきご一報さまなさ‐濃いてヤミ薹嚢顫嗣纂讓

小項目

決定者敷 く単位 :入)

23 年度
実績推測

1,303

24 年度

l,491

26年度

1,547

26年度

f,602

実利用者数.(単位:人) 1,060 1,218 1,264 1,290

実利用時間(単位;時間) 43,472 50,429 54,080 57,733

決定者敷く単位:人) 2,047 2,248 2,406 2,462

実利用者敷く単位:人) 1,933 2,142 2,274 2,325

生活介護

決定者敷く単位"人) IJ 97 1,377 ,1,427 1,447

利用者敷く単位:人) L l61 1,335 1,384 1,403

利用総裁(単位:回/月) 20,781 23,896 24 773 25,1l3

(鸚解纜)
決定者敷く単位:人) . 75 77 79 80

実利用者数(単位:人) 60 61 62 63

利用総数(単位:回/月) 372 378 384 390

自立訓練
(生活訓繰)

決定者数(単位:人) 61 45 45 45

実利用者数(単位:人) 52 36 36 36

利用総数(単位:回/月) 785 565 566 565

就労移行支援

決定者裁く単位;人) 140 150 160 170

実利用者数(単位"人) 103 111 118 l25

利用総数(単位"回/月) 1.720 1 853 1,970 2.087

就労継続支援A型

決定者数(単位:人) 50 56 71 76

実利用者数(単位:人) 44 48 63 67

利用総数(単位:回/月) 858 936 1,228 1,306

就労継続支援B型

決定者裁く単位:人) 524 544 624 644

実利用者数 (単位:人) 513 533 6 = 631

利用総数 (単位:回/月) 7.541 7,835 8.920 9,212

旧法施設支援 決定者数(単位:人) 45 0 0 0

経;ダl 療養介護 決定者敷く単位:人) 4 57 57 58

決定者(単位:人) 18f 200 220 240

サービス
一ピス) 実利用者(単位:人) 90 t20 132 144

実利用回数(単位:回) 505 655 720 786

実利用者数(単位:人) 206 232 260 286

実利用回数(単位:回) 1,715 1,866 1,998 21 39

決定山察(単位:人) 404 425 ｣盛^
鰭噂○ 彗U乙

実利用者数(単位:人) 367 386 403 420

区内の定員数(単位:人) 236 256 276 296

決定者敷く単位:人) 673 6′3 6′3 673

実利用者数(単位:人) 660 660 660 660

者数(単位:人) 1 183 498 b 3′

ド繋ぎ!l --- - -- :T 又 愕 に÷ふく単位:人) 6 15 19 22

きき鄭州 地域定着支援 定着支援件数(単位:件) 6 7 7
‐】 ^ '涌丁ヌ 枌 こそm Jス伝÷ふく単位:人)

地域定着支援 地域定着支援件数(単位:件) 6 7 7
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80

〆 中項目 l、項目
23年度 24 年度 25年度 26年度

地
域
生
活
支
援
事
業

相談支援事業 事業所敷く単位:カ所) 8 26 27 29

地域自立支援協議会 協議会数(単位:協議会数)

成年後見制度利用支援 決定件数(単位:件/年) 3 6 7

コミュニケーション支援
(手話通訳等の派遣)

…" * (単位雄牛) 195 203 2 = 218

- ,』dる , .【 刃 2 2 2 2

介護訓練支援用具 給付件数(単位:件/年) 65 65 65 65

自立生活支援用具 給付件数(単位:件/年) 180 190 200 210

在宅療養等支援用具 給付件数(単位雄牛/年) 100 loo 100 loo

情報 ･意思疎通支援用具 給付件数(単位;件/年) 210 210 220 230

排泄管理支援用具 給付件数(単位:件) 770 780 790 800

住宅改修 給付件数(単位:件/年) 45 50 50 50

移動支援事業
(ガイ ドヘルパーの派遣)

利用時間数(単位:時間) 8,725 5,996 6,536 7,075

決定者数(単位:人) 1,274 1,169 1,225 1,281･

通所パス運行事業 実利用者敷く単位:人/日) 535 550 565 580

地域活動支援センター
箇所数(単位:カ所) 7 8 8 8

決定者数(単位:人) 270 290 301 313

福祉ホーム事業
箇所数(単位:カ所) 1 l l 1

利用者敷く単位ず人) 5 5 6 5

巡回入浴事業 実利用者数(単位:人) 55 55 55 55

日中保護 実利用者数 (単位 :人) 44 46 48 60

タイムケア 実利用者数(単位:人) 20 20 20 20

更生訓練費 給付者数(単位:人) 36 36 36 36

就職支度金 実利用者数(単位;人/年) 15 20 25 30

自動車運転免許取得費 実利用者数(単位:人/年) 10 10 10 lo

自動車改造費 実利用数(単位:人/年) 12 12 12 12

職親委託 委託数(単位:人) 2 2 2 2

他 手話通訳者養成研修事業 新規登録者数(単位き人) 5 5 5 5



資料編 足立区第1期･第2期陣がい者計画実績一覧

離
が
い

居宅系サービス

居宅系サービス決定者数
(単位 :人)

聞画川
.

1,篤 1 202 ー寂』 ー,溺 事 ,薊l 瀰
【実績1 = 1,052 1,047 1,023l 1 0621 1,114

【達成率1 11 91.9% 87.1% 81.1%l 80.2%l 80.1%l

居宅系サービス裏利用者数
(単位:人)

冊到 第2期計画から計上 lー増 ー,増 ー,霧

号榊国岬岬剖85.1% 84.1%

居宅系サービス利用時間
(単位:時間)

【計画咀 38,87ol 4o,841i 42,854l “,645l 47,o77l 4 鰕 o9

【稟繊】 Il 23,994 32.841 33,576i 33,281l 36,519I ｣

【繊弱ll 61 搬 0, “ 8,3%l 74,増 77,6%-

適所施設系サービス決定者
数
(単位:人)

生活介護決定者数
(単位:人)

生活介護実利用者数
(単位"人)

【計画】 744 9 0U T .どU d L 4yd 1,。こUi 1,728

【競艇鱗鶏淺 9“ 138 凧 4棚灘鱗

【遼成率糎讓醗酵 9a 3% 98 2% 98‐犠 讓受
【計画】 148 261 503 654 674 ･ 674

【蜘 叢褒賞菱 2 52 328淺麺癈熟議離籍箋
【達成率雌雌蘂 96‐6% 鋳‐劉議籏灘教養褻蘂皺菱!
【莫續】 144 236 309 フ62 , 995 1 161

ち福;,

なき歩まゞ
ふまlきき
‐･

.とき

.スもげ,

自立訓練(機
能訓練)

自立訓練(機能訓練)決定者
数
(単位:人)

自立訓練(機能訓練)実利用
者数(単位;人)

37 42
,

42 49 52 55

讐鬮鬮軒
35 37 42 58 55 60

【計画】ll 鈎 l 26I 52l 52- 52

′レフ

もに
同行

今

の部分
る。 L

′

-
-

メー-
-;“



資料編 足立区第1期･第2期陣がい者計画実績- 魔

大項目 中項目 小項目

【実縦】

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 23年度見直し時の評価 ･分析

陣
こがむ、

“‐“;

適
所
施
設
系
サ
ー
ビ
ス

自立訓練(生
′活訓練)

数
(単位:人)

【実縦】 孝子ききキミー
き漁るすこメここ“託さ/

18
/

24 斗と′
ひるまざる

““さくき詳言とめ'-‐!‘-なぜrAMナメ
｣

【達成率】 接ぎ前びよめ- 90.0% 92.39‘ 80.89- 雙,農;き醉
自立訓練‘牛溶-㈱ )葵利用
者数(単位:人)

【奬績】 1 17 21 33 5 52

就労移行支援

‘孔ノJ ･1ツ = ･鰄け′★

‘単位:人)

〔計画1 3 70 89 95 10 109

【冥纖】 写さき弱さ 39 1を鏡多度鉈 V遊離うれ○柊家々驚きできれ1.2

【達成率】 潮9戦- 55.7% 至れ:鈎3盛雄%うぶ薄鈍薄%恋さ穢%
･ …- - ‐ .- -を用者数′鰡洲 移 = - -“
(単位:人) 【実績〕 1 28 71 79 8 103

就労継続支援
(A 型)

就労継続支援 (A 型)決定者
数
(単位 :人)

【計画1 1

さん誤りコアいせ

12 21 33 45 56

【葵縦】
′マイ′もい、を、““-
られ粋>Mを謡
形ぶん.Jれき

きれ導きそが欝 きせれ24 27 41

【達成率】既済霞め逃すン増。戟3% 薄寒さ“郭 81 8% 91 1%

をザナ".
lなろ

‐
…ゞどろ
くス!

楜さ執 $ .･立辯-“ニ計 . - 三↓
【栞縦】 1 11 22 24 3 “数 (単位:人)

就労継続支援
(B 型)

就労継続支援 (B 型)決定者
数 ご

(単位:人)

【計画】 2 33 477 579 68 782

【実績】
アマなで鷁しき′

~許しアザミ浮き、r

M ]J就け

泳ぎきれそろ導3 114 389 504

【達成率】 広野孫即ふめノ長話3α“% 23.9% 67‐2% 74.O%

れ ｣ ¥ 窃I帳ゞ ‐
‐用 【莫綾】 3 37 98 385 49 513

数 (単位:人)

旧法施設支援 旧法施設支援決定者数
(単位:人)

【計画】 55 522 45 30 1 0

【実績】

【達成率】

54

99.1-そぎ瀕禦ぎ鰯

翳す導き浮ぼま戸たろ、秘話です密事
,会う.トノ/しきずるなし“〉

窮まら'なんぞ袋
-鱗瓣鯵、霧難ぜ6載り邇巍鞠

療養介護 療養介護決定者数 ,
(単位:人)

【計画1 2 5 5 5 5 5

【実績】 ;総轄;葬るうぶ乏 2 2 3 44

【達成率】 承りゞ牛飼.むこG 40.0% 40.0% 60.0% 8Q O%

イーー･
大項目 中項目 小項目 18年度 19年度 20年度 21年度 ℃ 22年度 23年度 23年度見直し時の評価 ･分析

8年度よ

自立支援法以前の支援費制度を
。旧法施設支援は23年度末まで

擬を受
22年度
と考え

- ′



資料編 足立区第1期･第2期陣がい者計画実績一覧

大熊 l 中項目 小項目 18年度 19年度 l20年度 -21年度 1 22年度 l23年度 23年度見直し時の評価 ･分析

放課後等デイサー
ビス
(児童デイサーピ
ス)

し

.

短期入所
(ショートステ

イ)

放課後等デイサービス決定
者
(単位:人)

放課後等デイサービス実利
用者
(単位:人)

放課後等デイサービス利“用
回数
(単位:回)

短期入所利用者数
(単位:人)

【計画1

【勾起箱費1

【達成率】

【計画】-

【癸紹証

【達成率】

【計画1

厩謡鬱則

【達成率】

【計画】

3 5 5 15 15 15

≧讓讓麟誣驚嚢額鰯凝議麹麩難癖凝議姿態麓鑿灘
'臟廉灘頭麹麹臘蘂鰯鱗諜藤廼靴醗酵獺

←

第2期計画から計上 10 10 10

l 9 ‐ 24礬嬢騨難窮焚望
蓬蘂蘂聴菱翻凝護撥繋'

第2期計画から計上 53 66 80

綿 繃淺峯凝讓燐魂讓皺謡釀
三寸冊 - -

19年度に区内最初の放課後等デイサービス事業所が開設され、
決定者数、 葵利用者数、 利用回数ともに次第に増えはじめ、 20年
諺 - ･二ふし仏沖びを不している。 その後事難所は更に増加し、
22年度には2ヵ所、 23年度9月時点で4ヵ所に増えたが、 今後とも
需要は急増していくものと考えられる。

÷ "
短期入所事案 (ショートステイ) は、 自宅で臆がい者 (児) へ

の支援が一時的に困難な時に、 陣がい者 (児) が宿泊する事業で
ある。 利用者数は増加しているが、 計画値には届かなかった。 し
かし利用回数については、 21年度、 22年度計画を上回った。 足立
区障がい者計画等作成のためのアンケートからも、 需要の多いこ
とが伺われ、 今後も利用者の増加が見込まれる。 今後もサービス
基盤の整備を行う必要がある。

き,轉ぬふし才力潔

.信じきざ

籟務め,“国難.穣裟響きt難事難聴甥轡1離籍綺鱗離縁塾鮮烈

【実績】 13C 181 137I 155l 179祉
せ
塞
ご
ス

･
‘
‐“

←

【達成率】 83.9% 65.3% 47コ%1 50お%l 55.6%

短期入所利用回数
(単位:回)

〔計画】

【実績】

【達成率】

第2期計画から計上 1,153 1,198 1.246

1･O56 1‐o26 1‐222榊解離臟鞠淺醸淺

共同生活援助 ･介
護(グループホーム
等)

施設入所支援(新体
系)

共同生活援助 ･介護決定者
数
(単位:人)

施設入所支援 (新体系)決定
者数
(単位:人)

【計画】

【実績】

【達成率】

【計画】

【実績】

【達成率】

237 273 306 334 362 389

2M孫箋灘灘菱難搦窮 剱穰孃嚢離
98‐7糒嚢難聴瀬鬘孃麹 98‐8%錢讓疑獄

13 103 103 250 500 612

憐謙遜鍵醗嚢溌隷蘂難姿: 242 416

･ “tt ,増耕 し′ゞ “““
･4ジ
ー4

84 F W M -. 96･
←8% 83 2 %

共同生活援助 .介護 (グループホーム等) については、 ほぼ計
画を達成している。 本事業については、 グループホーム等が設置
されると、 すぐに定員を満たす状態である。 また、 足立区障がい
者計画等作成のためのアンケートからも需要が大きいことがわか
る。今後もサービス基盤の整備を行う必要がある。

本事業は入所施設における日中活動以外の生活部分に対応する
ものである。 旧支援費制度に基づく施設から. 自立支援法に基づ
く新体系施設施設への移行の最終年となるため、 施設入所支援の
増が見込まれる。 その後については、 施設への新入所者と施設か
らの地域移行者が均衡し、 大きな増加はないと考えられる。

目 中項目 小項目 ‘ 18年度 19年度 20年度 21年度 ･ 22年度 23年度 23年度見直し時の評価 ･分析



資料編 足立区第1期･第2期障がい者計画実績一覧



資料編 足立区第牟期･第2期陣がい者計画実績一覧

大項田 中項目 小項目 1l 18年度 l 19年度 l 20年度 l 21年度 l 22年度 1 23年度 23年度見直し時の評価 ･分析

地
域
生
活
支
援
事
業

相談支援事案

地域自立支援協議
会

成年後見制度利用
支援

相談支援事業巽施事業所数
(単位:カ所)

地域自立支援協議会数
(単位雄牛)

成年後見利用支援件数
(単位:件/年)

【計画】 3 9 瞥1 12 13 14

【実績欄 癈 離讓 ㈱【連成国朧廉 鱗鱗菱鱗 72･ 篇 6･ * 1･5%

【計画】 1 1 1 1 1 1

【緘“鱗蘂議縦叢鬮壤灘鬘嚢鐡鱗凝議箋
【違成率欄葵遜鼈動鱗離騨鱗蠣褻拂鱸議庭癈礒鱗珍
【計画】 . 2 4 6 6 8 10

【葵續】ll ol ol ol ol ol
【達成率川l o.0%l o.0%l o.鍋I 0.0%I 0.0%

コミュニケーシヨ
ン支援

介護訓練支援用具

自立生活支援用具

コミュニケーション支援利
用件数 ,
(単位:件/月)

コミュニケーション支援通
訳者数
(単位:人)

介護訓練支援用具給付件数
(単位:件/年)

自立生活支援用具給付件数
(単位:件/年)

【計画1 123 133 143 157 173 190

〔難 泄 馴 9鱗離難鱗鰹灘;襲蘂
【違廳 滿 ･機 9,犠皺鰤瓣翻瀕灘灘菱灘
【計画】 第2期計画から計上 2 2 2

【築續1 :~裁き蓼さき灘讓 癈
【運廳 1

“

錢讓醸藁議鱗螂
【計画】 40 第 45 52 60 69

【馨綺1礬援護撚溌錢認識箋離溌離螂鱸讓鰡淺

180 ･ 190 200 210 ･220 230

号榊剛楜開慣-
'8眺難離菱凝 93,銚 65･ 橡 0･5%



資料編 足立区第1期･第2期障がい者計画実績一覧

項目l 中項目 小項目 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 23年度見直し時の評価 ･分析

地
域
生
活
支
援
事
業

宅療養等支援用
‘ ‘を 髭 序 曰"^ q′山

【計画】 80 80 8 n 1誌 120
電気式たん吸引器、 盲人用体温計等の用具である。 21年度、 22

年度とも計画目標値に到達してし、ないが、 急速に変化することな
く、 増減を繰り返している。 今後もこうした傾向で推移するもの
と考えられる。

定土 一 . - -‐‘
数
(単位;件/年)

【実縦】 れ髯熟めoされきれ"◎う執れ~藷特輯# 9 96′

【達成率】 観護婆裁き軽蔑"対ソ捻総務9べき繊轢 83.6 83 .5%

報 ･意思疎通支
用具

情報 ･喜 = 鷲亀せ キギ囚国総

付件数
(単位 :件/年)

【計画】 250 250 25 25 250 250
点字器、 人口喉頭といった用具である。 各年度とも計画値に到

達していないが、 急速に変化することなく、 増減している。 今後
もこうした傾向で推移するものと考えられる。

【莫縦】 170 180 13 15 202

【達成率】 68.0% 72.0% 52.O 62.8 80.聯

E泄管理支援用具
泄管理支援用具給付件数

【計画】 600 620 64 66 680 700

排泄管理支援用具とはストマ装異等を指す。 年度により、 若干
実績数に変動はあるが、 直腸機能障がい者等の増加により、 利用
者は増えると考えられる。

(単位雄牛) 【築縦】 403 567排斥,【対し緋 /義家“9 までミズキ戴か創

【遼戍寧】 67.2% 91.5%桜さま蓬総べ凄 ′詳記･鞘泌 きなす話すゞ宝甥

住宅改修 住宅改修給付件数
(単位:件/年)

【計画】 60 60 6 6 60 60
21年度が60件の目標に対して43件 (71 6 %)、 22年度が60件の

目標に対して38件 (63.3%) となっており、 今後も大きな変化は
ないものと考えられる。

【奬縞】 57“そぎふきゞはげ60 2 4 3

【達成率】 95.09-さき潮靴蝉 35.O 71･7 63.3%

移動支援事案(ガイ
ドヘルパーの派遣)

t、藥利用 薊数

【計画〕 7,866 8 ,259 8,62 10,33 11 00 = ,500

移動支援事業については、 18年度以降22年度までれi= をト向っ
ている。 この移動支援事業は、 障がい者 (児) の外出を支援する
ものであり、 布 ^ …も 広ノ.: / てきたと考えられる。 今後
も引き続き急速な増加が見込まれ、 サービス提供基盤の整備が必
要である。 (なお、 23年10月より移動支援事業のうち、 視覚陣が
い者の部分が居宅系サービスである同行援護に移行する。 移動支
援事業の計画に反映させる必要がある。 )

移動支援事繋制
(単位:時間/月) 【薬紙1 二心｣>鋭く、13‘トなます9即惚 きれ譲れ群

｢報いれ学ぶ̂ちば ･
こみ←‐イ.移しフメK“〆

･ “葱ごく“★" “ ^

メ さん陥り子"
｢今

【遜成率】 遊ぶ“擬装リン
＼“ ｣‐′レーレび代辯觴‘ソ

′.‘‘
‐′き,-＼=̂J、

、、メシU
鮎拷ゞぼ'i◇ぶ 挫こ与錘ゞごガン。

yキ啓二さも父さきy
oも、“‘‐… :“$ざまp炎憊誘導9鰓

′,ゞ r･,-、=′、、ry
も¥ミれ騙るゞ ;:

‐なぜこげ沙アトきき‐‐き;浮薄湧きき
ナノ~き̂L -{いか
B、,̂ “‘‐… :“

ず濯ぎとが事態･バー'

(単位:人/月)

【計画】 第2期計画から野上 L o 1 13 11 87

〔癸絞】 827 977 92をゞ事象斧嚢あき籤L

【逓成率】 多;期さ‘拶蛾劾麓淺-′

適所バス運行事業 適所パス運行事業利用者数
(単位:人/日)

【計画】 400 415 43 44 46 475 本事業は適所バスにより、 区内の適所施設への送迎を行う事案
である。 22年度実績が21年度実績と比較して若干減となっている
が、 今後の重度陣がい者の施設利用が増加することを考えると、
増加傾向が続くものと考えられる。 重醸陣がい者には重要な移動
千段であり、 適所施設を運営する社会福祉法人等とも相談しつ
つ、 安定した運行を維持していく。

【実績】 295 305浮き糞総裁削弱蝋燭籍ゞ端麗翻多.--

【達成率】 73.8% 73.5%舞う.獲物排窯
二ゞ急ぎ輩2穏 まき離!=



資料編 足立区第1期･第2期陣がい者計画実績一覧

地
域
生
活
支
援
事
業

地域活動支援セン
夕 -

地域活動支援センター箇所
数

,(単位 :カ所)

地域活動支援センター決定
者数
(単位:人)

【計画】 ･ 6 7 7 7 7 8

蹴欄難癈嚢蓑壤磨鑓褻議離職隷鱗麓灘鱸溌蝋菱
【遊麟]嫌疑簾"灘鱗鱗箋離職“灘瀬轆護'麓蘂鰊儀
【計画】 220 240 250 250 260 270

【莫絲樅菱廉鞠 郡 知 怨擬麟務鰯我
【達成率朧讓藤一鯵遥

90‐8% 92‐ ㈱ 4‐榊 ;物議鰯努

本事業では、 地域活動支援センターに臆がい者が週2 ~ 3日通所
し~ 趣味やものづくりの活動をとおして、 障がい者の社会参加を
図ってし、る。迎2 ~ 3日の適所のため、一部の障がし、者には適いや
すい面もあり、 引き続き利用希望者は微増が続くと考えられる。

福祉ホーム事業

巡回入浴事葉

福祉ホーム事樂箇所数
(単位:カ所)

- - ′‐言}÷を用者数
(単位:人)

巡回入浴事業利用者数
(単位:人)

【計画】 1 1 ‘ 1 1 4 1

【実縦1淺礬簾蘂鱸癈議裁淺癈獲嚢灘機難凝螂翼鴬
〔達成黎糯築讓轢囃難褻鱗擁護癈淺藁離蝋!
【計画】 5 5 5 5 5 5

【難1蓬凝議難嚢灘難麓議癈麓姿箋鱗繁雑鱗搦滋
【違成率川瀬鱗淺嫌灘螂釀願熱鰹鬮 癩該髮
【計画】 66 69 フ1 71 71 7 2

現在、 大谷田福祉ホーム1ヵ所である。 福祉ホームは身体陣が
い者のための共同住宅的施設であるが、 グループホームやケア
ホームの利用希望が増えてきているため、 寺象も擶文 "蝉刻まな
いと考えられる。

各年度とも計画目標値に到達していない。 今後も大きな変化は
なく、 過去数年の傾向で推移するものと考えられる。

騒飜鰐“刻鷁灘曙&螂謡雑衾麓譫難〆襲来鰍鰤潴

【実績】 = 鮒 431 49I - 451 52

趨成川l 66‐7%I 62‐3対 69‐o%l 63‐4%I 73‐2%l

日中保護

タイムケア

日中保護事業利用者数
(単位:人/月)

タイムケア事凝利用者数
(単位:人)

冊画対 22I 25l 28l 可 34l 37 日中保護は日帰りのショートステイである。 本事案は19~ 21年
度は計画目標値に到達しなかったが、 22年度は計画目經一･ 期波
した。今後も急激な増加はなく推移するものと考えられる。

タイムケアとは陣がい児を対象とし寿" --坤↑ * の事案である。本事
業については、実施している団体が利用 ･÷ご耐~ こりがあり計画

二メ:ていない。今後急激な増減はなく推移すると考えられる。

14 ･ 23

謳昨
29
モチ舞 繋酸

56‐o鮒 82‐‐1 93.癩鱗賤鯵
30 40 50 60

【実呻- 。I 0I Ml 18l , 20I

〔達成率】Il l l 46.7%l 嬬l 40.0%l

大項目 中項目 小項目 【8年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 ‘ 23年度見直し時の評価 .分析



資料編 足立区第1期 第 2期陣がい者計画実績一覧

大項目l 中項目 小項目 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 23年度見直し時の評価 ･分析

地
域
生
活
支
援
事
築

更生訓練費 .
更生訓練費給付者数
(単位:人)

【計画】 150 155 155 12 85 50
更生訓練費とは、 就労移行支援や自立訓練を利用している者で

施設の利用負担が生じていない者を対象として訓練経費を支給す
るものである。 21年度、 22年度は、 更生訓練費の又絶煮は36名で
割きはなかった。

【実績】 125 92 80 3 36

【達成率】 83.3% 59.4% 51.69 30.O 42一喝

就職支度金 就職支度金利用者数
(単位"人/年)

【計画】 5 16 20 2 35 42
本事業は就労移行支援等の訓練を終了し就職する陣がい者に支

給されるものである。 計画値に到達したのは、 20年度のみで、 そ
の後の利用者は低い水準である。 隣がい者の就労は大きな目標で
あり、 今後の利用者数の増加をめざしていく。

【実績】 0 8ゞ論定奉多祥遂 ･ 14

【達成率】 0.鯛 50.0%蕪雑受難感 44.4
- 40.0%

自動車運転免許取
得費

自動車運転免許取得費利用
者数
(単位;年)

【計画】 10 lo ･ 10 10
各年度とも計画目標値に到達していない。利用者は1桁台で推

移しているが、 自動車は障がい者の社会参加に欠かせないもので
あり、 今後もこれまでの計画目標値を維持する。

【奨纐】 3 7 88 6 5

【達成率】 30.0% 70･0% 80.O 60.O 50.0% ･

自動車改造費
自動車改造費利用者数
(単位:人/年)

【計画】 12 12 1 1 12 12
20 ･21年度は、 計画目標値に到達したが、 22年度は12人分の計

画数に対して4人の利用となった。 自動車は陣がい者の社会参加
に欠かせないものであり、 今後もこれまでの計画目標値を維持す
る。

【奬績】 7 7 き:“ごろ~キー “爲さきベシコヨ 4

【達成率】 58.3% 68.0%はせる発話発き鳶色話し詠お娑3 33.3%までふき会期緘さゞ増、殺さ{難ぜ宅作字.

職蕊現委託 職親委託人数
(単位:人)

【計画】 2 2 22 2 2 2
知的陣がい者に対して一定期 ｣喪 に“ “ 、- } 棍等

を行うものである。 障がい者への様々な就労支援が準備される
中、 小規模企業で事業主から直接的な支援を受ける本事案につい
ては、 今後も需要の変化はない。

【奧績】 為さ“雑然老後益そ.起き事態‐ききゑ 多く之総むき包みち2葵
【遺戒率】 静めき纖こ熟も1“QQJん鯛さ三瀬6きめ君漸減倦3導き鰹9箋ら

そ
の
他

手話通訳者養成研
修事案

新規登録者数
(単位:人)

【計画】 第2期計画から計上 5 5 5
18年度より ｢手話通訳者｣ として新たに登録した人数である。

実績の増減あるものの、 今後も5人程度の計画目標値を維持す
る。

【築續】 5 8 00 4 0

【達成率】 80.O 0･0%

大項目 中項目 小項目 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 23年度見直し時の評価 ･分析





L資料 2ー4 l中間報告 (案〕 と本報告 (案) の変更一覧

(第 1 章 1‐4 行目)

隣がいの有無に関わらず、 誰もが自己選択と自己決定の下に様々な活動

に参画し、自立をした生活を送ることができるように取り組んできました。

(第 1 章 1‐1 6 行目)

P .2 ｢計画の基本的考え方』

瞳がい者の自立について追加記載

(理由)

障がい者の自立の重要性を明確にするため。

2 P . 12 課題の項目 用語の変更 施設サービスの充実 (第 3 章施策 2‐5 )

日中活動系サービスの充実

(施策 2 課題 5 )

さらに、 陣がい者一人ひとりが、 目中活動系サービスを通して、 リハ ビ
′

リテーションの理念に基づき、 自らの持つ能力を伸ばし、 あるいは、 維持

できるようサービス内容の質の向上に努めていきます。

3 P .25 日中活動系サービスの充実

陣がい著の自立支援を明記

(理由)

陣がい者のリハビリテーションの理念に立

った自立支援の重要性を明確にするため。

4 P .2 6 自立訓練事業 ･自立した日常生活または社会生活ができるよ (事業番号 2 ー 5 ー 3 )

機能訓練と生活訓練を分けて記載 “
フ、一定期間、身体機能または生活能力の向上 機能訓練 :脳血管陣がい等で体に後遺症がある人に、 一定期間、 身体機

のために必要な訓練を行 為 身体障がい者のた 能または生活能力の維持 ･向上のために必要なリハビリテーションを障が

(理由) ･ めの機能訓練と知的･精神隣がい者のための生 い福社センターで行う。
･

自立訓練事業は2 種あり、その内容をそれぞ 活訓練がある。 生活訓練 :知的 ･高次脳機能障がい ･精神障がい者の人に、 様々な活動プ

れくわしく、 わかりやすく説明するため。
“ ログラムを通し自立した日常生活を営むため必要なリノ･ビリテーションを

行う。

(事業番号 6 ー 2 ー 4 )

また区は、 訓練のための業務の発注に努めていく。

P ,4 8 就労継続支援B 型事業

業務の発注について追加記載

(理由)

区が就労継続支援B 型事業への業務発注に

努めていくことを明確にするため,

5



P .4 8 就労継続支援A型事業

追加記載

(事業番号 6 ー 2 ー 6 )

一般の事業所に雇用されることが困難な障がい者を対象に、 雇用契約に

基づき、 生産活動等の機会の提供、 就労に必要な知識および能力の向上の

ために必要な訓練等を行う。 区は、 設立を検討する社会福祉法人や企業等

へのP R や相談を実施し、 設置を支援する。

6

(理由)

就労継続支援A型事業の重要性が高まって

いるため追加。

3 ) 療養介護 第 3期 (計画)P .62 療養介護の計画値を変更

(理由)

7

H 24 H 25 H 26 (計画) H 24 H 25 H 26

平成 24 年度より、 重症心身障がい児施設及 5 ･ 5 5 57 .
57 58

ぴ肢体不自由児施設における 18歳以上の利

用者についても ｢療養介護 =こ含めることと

なったため。

P .65 地域移現行支援の計画値を変更
-

9 ) 地域移行支援 第 3期 (計画)

(理由)
＼

′ “
“ H 24 H 25 H 26 (計画) も H 24 / H 25 H 26

福祉施設のほかに、精神科病院からグループ 8 10 12 15 19 22

ホーム等へ移行する陣がい者への支援を含め

ることとなったため。

8

9 P ,6 5 地域定着支援の計画値を変更 1 0 ) 地域定着支援 第 3期 (計
'‐ - '

(理由) H 24 H 25 H 26 (計画) H 24 H 25 H 26

福祉施設のほかに、 精神科病院から退院し、 3 3 3 6 7 7

居宅での生活を開始する陣がい者への支援を

含めることとなったため。

2




